
平成30年度 豊丘村の健全化判断比率等について 

 

１ 財政の早期健全化・再生に関する指標 

 （単位：％） 

項 目 比 率 早期健全化基準 財 政 再 生 基 準 

実 質 赤 字 比 率 
－ 

（△29.6） 
15.0 20.0 

連 結 実 質 赤 字 比 率 
－ 

（△51.3） 
20.0 30.0 

実 質 公 債 費 比 率 8.3 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 1.4 350.0  

※実質赤字比率、連結実質赤字比率について収支が黒字の場合は「－（該当なし）」

で表示し、参考に黒字の比率を（△）で示す。 
 
 
 

（1）実質赤字比率 

一般会計の実質収支は黒字であり、実質赤字比率は該当しない。 
 

（2）連結実質赤字比率 

一般会計等の実質赤字及び公営企業会計の資金不足はいずれも生じ

ておらず、連結実質赤字比率は該当しない。 
 

（3）実質公債費比率 

直近３年間（平成28～30年度）の平均値で算出する比率である。平成

30年度の単年度比率は、水道・下水道事業債償還に充てるための一般会

計からの繰出金等（準元利償還金）は減少したものの（前年比△1,555

千円）、一般会計債の元利償還金は増加（＋6,968千円）したため 8.8％

となり、29年度単年度比率の8.5％から0.3ポイント増加した。 

また、今回から、27年度単年度比率（5.0％）が算定対象から外れた

ため、３年間の平均値は8.3％となり、前年度から1.3ポイント増加した。 
 

（4）将来負担比率 

一般廃棄物処理事業債等の償還終了による地方債残高の減少（前年比

△30,171千円）、公営企業債償還のため将来にわたって一般会計から企

業会計へ繰り出す額の減少（△77,759千円）、広域連合が借り入れた起

債償還のため将来にわたって当村が負担する額の減少（△37,828千円）

等により、将来負担比率は1.4％となり、前年度から1.6ポイント低下し

て改善した。 
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  将来負担額  5,861,916千円 － 充当可能財源等 5,832,029千円 

  標準財政規模 2,545,433千円 － 算入公債費等の額 410,802千円 

（前年度：3.0％） 

〈 将 来 負 担 額 〉 

地 方 債 の 現 在 高 

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 

一 部 事 務 組 合 等 負 担 見 込 額 

退 職 手 当 負 担 見 込 額 

 

3,645,395千円 

1,396,161千円 

141,597千円 

678,763千円 

 

（前年比 △30,171千円）

（前年比 △77,759千円）

（前年比 △37,828千円）

（前年比   ＋971千円）

計 5,816,916千円 （前年比△144,787千円）

   

〈 充 当 可 能 財 源 等 〉 

充 当 可 能 基 金 

充 当 可 能 特 定 歳 入 

基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額 

 

2,305,062千円 

8,027千円 

003,518,940千円 

 

（前年比  ＋7,667千円）

（前年比  △4,127千円）

（前年比△114,299千円）

計 5,832,029千円 （前年比△110,759千円）
 

２ 公営企業の経営健全化に関する指標 

（単位：％） 

公 営 企 業 会 計 名 資 金 不 足 比 率 経営健全化基準 

水 道 事 業 会 計 
－ 

（△191.8） 
20.0 

下 水 道 事 業 特 別 会 計 
－ 

（△186.2） 
20.0 

※資金不足比率が算定されない場合は「－（該当なし）」で表示し、参考に黒字

の比率を（△）で示す。 
 

（1）資金不足比率 

いずれの公営企業会計も資金不足は生じておらず、資金不足比率は該

当しない。 
 

①水道事業会計 

資金不足額（黒字の場合はマイナスで表示） △189,286千円 

   事業の規模（営業収益の額－受託工事収益の額） 98,696千円 

（前年度：△165.8％） 

②下水道事業特別会計 

資金不足額（黒字の場合はマイナスで表示） △178,905千円 

   事業の規模（営業収益の額－受託工事収益の額） 96,100千円 

   （前年度： △50.2％） 

＝ 1.4％ 

＝ △186.2％ 

＝ △191.8％ 
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